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序     文 
 

国際協力機構は、パラオ国政府からの技術協力の要請を受け、平成 14 年 10 月から同

国において「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を開始しました。 

本プログラム開始後 2 年 4 か月にあたり、当機構は本プログラムの進捗状況や現状を

把握、評価し、同国のプログラム関係者や派遣専門家に対し適切な助言と指導を行うた

め、平成 17 年 1 月 31 日から 2 月 11 日まで当機構地球環境部自然環境保全チームの山田

良春主査を団長とする中間評価調査団を派遣しました。 

調査団は、パラオ側メンバーと構成した合同中間評価調査チームとして過去約 2 年 4

か月間の投入実績、活動の達成度を確認し、パラオ国政府関係者との協議及びプロジェ

クト・サイトでの現地調査実施を通してプログラムの運営や事業内容等に対して必要な

提言を行いました。 

この報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の

友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感謝

の意を表します。 

 

平成 17 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事  北原 悦男 
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中間評価調査結果要約表 

 
１. 案件の概要 

国名 パラオ共和国 

案件名 パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト 

分野 自然環境保全 

援助形態 技術協力プロジェクト 

所轄部署 地球環境部自然環境保全チーム 

協力金額（評価時点） 約 2 億 900 万円 

協力期間 2002 年 10 月 1 日～2006 年 9 月 30 日 

（R/D 締結） 2002 年 7 月 5 日 

先方関係機関 パラオ国際サンゴ礁センター 

日本側協力機関 環境省、財団法人自然環境研究センター、財団法人熱帯海洋生態

研究振興財団、財団法人ふくしま海洋科学館、横浜八景島シーパ

ラダイス 

１-１ 協力の背景と概要 

パラオ共和国政府は、サンゴ礁および関連する海洋生物の研究活動やその保全につい

ての啓発活動を行うセンターの設立を計画し、わが国の無償資金協力によって 2000 年 8

月に施設が完工（8.3 億円）、2001 年 1 月にパラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）が開

館した。 

 本プロジェクトは PICRC の組織強化・自立発展を支援するため、PICRC の中期戦略計

画（Strategic Plan 2002-2006）に即して 2002 年 10 月から 2006 年 9 月まで 4 ヵ年の協

力を実施し、センターの研究機能、啓発・教育機能の強化を図ることを目的としたもの

である。 

 なお、パラオ国際サンゴ礁センターはパラオ国のサンゴ礁および関連する海洋生物の

研究活動やその保全についての啓発活動を行うセンターとしての機能のみならず、地球

規模サンゴ礁モニタリングネットワーク（Global Coral Reef Monitoring Network:GCRMN）

のミクロネシア地域の拠点としての機能も担っている。 

１-２協力内容 

(1) 上位目標 

パラオのサンゴ礁および関連生物の保全・持続的利用が改善される。 

 

(2) プロジェクト目標 

パラオ国際サンゴ礁センターが自立発展するための管理、研究、展示/教育体制が強化

される。 

 

(3) 成果 

 ①組織強化 ：センターが組織的・計画的に運営管理される。 

 ②水族館運営：水族館の展示、運営、維持管理が自立的に行われる。 

 ③研究   ：サンゴ礁研究・モニタリング機能が確立される。 

 ④教育啓発 ：学生・コミュニティを対象とした沿岸資源に関する環境教育の実施能

力が高まる。 
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(4) 投入（評価時点） 

 日本側： 

  長期専門家派遣  4 名  機材供与        233,277 US ドル 

短期専門家派遣 12 名  ローカルコスト負担   181,033 US ドル 

  研修員受入    5 名  その他  青年海外協力隊隊員  2 名 

相手国側： 

  カウンターパート配置  21 名  

 土地・施設提供  センター敷地・管理棟                  

ローカルコスト負担 135 万 US ドル（パラオ政府助成金 2002-2004 年度） 

  その他   センター自己収入 487,755 US ドル（2003-2004 パラオ会計年度）

        研究助成金    427,810 US ドル（2003-2004 パラオ会計年度）

 ２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名  職位） 

①総括・組織運営  ：山田良春 JICA 地球環境部自然環境保全チーム主査

②水族館運営    ：安部義孝 ふくしま海洋科学館館長 

③サンゴ礁研究   ：茅根 創 東京大学理学部地学科助教授 

④協力計画・環境教育：丸尾 信 JICA 地球環境部自然環境保全チーム職員

⑤評価・分析    ：川崎博之 ｱｲｼｰﾈｯﾄ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部研究員 

調査期間 2005 年１月 31 日〜2005 年 2 月 11 日 評価種類：中間評価 

 ３. 評価結果の概要 

３-１ 成果の達成状況 

(1)  組織強化： 

 スタッフのモチベーションは非常に高いものの、管理部門責任者が空席であるので

人員を配置する必要がある。また、GCRMN の調整業務（NODE）を専任で行う研究員を

配置する必要がある。 

 財政面に関しては、水族館入場者収入が大きく増加した。また、運営資金調達のさ

まざまな手法が予定されており、一部はすでに実施に移されているものの、中長期的

財政計画を策定する必要があると思われる。 

(2)  水族館管理： 

 水族館の保守管理は順調に行われているが、来館者をひきつけるためには展示方法

やテーマに工夫をすることが必要である。 

 また、そのためにも施設の簡素化やボランティアの活用などについて検討すること

が必要である。 

(3)  研究： 

 現在 12 の研究プロジェクトが実施されているが、研究部門のスタッフ数が限られ

ているため、研究部門の中期計画を練り直す必要がある。 

(4)  教育･啓発： 

 環境教育担当部署が水族館部署から独立したのに伴い、学生や地元コミュニティを

対象にした教育活動は活発に行われている。今後はさらに、旅行者に対する教育活動、

PICRC の水族館部門や研究部門、その他の機関と連携した教育活動も推進していく必

要がある。 
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３-２ 評価結果の要約 

(1)  妥当性 

 国際サンゴ礁イニシアチブにおいても、太平洋地域におけるサンゴ礁センターの

必要性が指摘されており、また日米コモンアジェンダに基づいている技術協力であ

る。政府もパラオ国際サンゴ礁センターアクトを制定しており、パラオのみならず、

ミクロネシア地域や世界にとって、PICRC はサンゴ礁センターとして重要な位置付け

があり、その PICRC を支援する本プロジェクトの妥当性は高い。 

(2)  有効性 

 PICRC のスタッフの数は限られているが、水族館は順調に管理されており、研究部

門では 12 の研究プロジェクトを実施している。また、教育部門の独立により、環境

教育活動も活発に行われており、プロジェクト終了時でのプロジェクト目標の達成

が見込まれる。 

(3)  効率性 

 日本側からは、専門家、機材、研修員受け入れが計画通りに投入された。一方、

パラオ側からもカウンターパート人材や施設などが適宜投入され、パラオ政府から

は 45 万ドルの資金支援が行われている。 

 日本、パラオの投入は適切に行われ、成果達成のために活用されている。 

(4)  インパクト 

 対外的には、地域サンゴ礁モニタリングワークショップの開催や国際サンゴ礁シ

ンポジウムへの参加などを通し、サンゴ礁センターとしてミクロネシア地域および

国際的な拠点としての機能を果たし始めている。 

 一方、パラオ国内においてはパラオコミュニティカレッジや高校との連携による

就業体験活動、海洋保全地区におけるモニタリング、旅行社との連携などを通して、

海洋環境保全に関する啓発を行っている。 

 現時点ではプロジェクト活動によるインパクトを正確に把握することはできない

が、広く周辺地域まで効果が波及することが見込まれる。 

(5)  自立発展性 

 PICRC のスタッフはモチベーションが高く、また十分に訓練されているが、一部人

員が配置されていないポストがある。 

 財政面に関しては、パラオ政府からの資金援助を受けている他、水族館収入、研

究部門のグラント獲得などにより運営資金が賄われている。PICRC の運営はパラオ政

府による資金援助が不可欠な状況にある。 

 研究部門に関しては、研究者の能力や意識は向上しており、12 の研究プロジェク

トが進行中である。研究の質的向上のためにも、中期研究計画を見直す必要がある。

 水族館保守管理は順調に行われているが、水槽の清掃などに手をとられることが

多いため、施設の簡素化、ボランティアの活用などによる日常作業の軽減化が必要

である。その結果、展示内容の改良に対応することも可能になる。 

 自立発展性の確保のための様々な活動が準備、実施されているが、自立性は PICRC

が地域、世界のサンゴ礁センターとして機能するために必要不可欠である。 
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３-３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

プロジェクトは国際サンゴ礁イニシアチブ、日米コモンアジェンダの国際的サンゴ礁

保全の枠組みの中で計画され、パラオ政府は積極的に政策、財政支援をしている。パラ

オ政府はサンゴ礁センターの役割を重視し、組織・活動をパラオ国際サンゴ礁センター

法としてその存在の法的根拠を与えている。財政的面でも 45 万 US ドル/年の補助金拠出

により支援をしている。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

①日本の無償資金協力によるパラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）の建設 

②学術諮問委員会（Scientific Advisory Committee）の設置：国外の研究者を含む学術

諮問委員会が設置され、研究部門の研究活動計画に助言をする体制となっている。 

③民間団体、財団、大学、研究機関からの研究助成金：研究部門は複数の団体、財団、

大学、研究機関から研究助成金を受け、共同研究を実施している。 

④外部機関との連携：PICRC は国際的なサンゴ礁モニタリングネットワーク（Global 

Coral Reef Monitoring Network：GCRMN）の拠点として、ミクロネシア地域の調査・研

究活動を支援する研究センターとして位置づけられており、研究員は GCRMN プログラム

の調整・連携業務を担当している。また、水族館部門はふくしま海洋科学館などと友好

提携し、運営管理部門ではパラオ国内の民間旅行会社と提携し、センター訪問を組み込

んだパックツアーを企画している。財務管理、組織運営に関しては、ハワイ大学や環境

NGO（The Nature Conservancy）によるコンサルテーションが行われている。 

 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 現行のプロジェクト PDM に整合性の取れない部分、外部条件の再考が必要な部分が見

られる。プロジェクト関係者で検討し PDM を改訂することが必要である。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

カウンターパートの退職、異動により活動の継続性や有効性が損なわれた。運営管理

部門の統括担当者が退職し、本調査時点では後任ポストが空席のままであった。運営部

門では財務管理システムをコンピュータ化しソフトの更新を行っているが、習熟したス

タッフが退職するとシステムそのものの運営に支障をきたしている。研究部門ではGCRMN

プログラムの調整業務（NODE）を担当する研究員が退職したため、早急な人員確保が求

められる。 

 

３-５ 結論 

 成果の達成状況は、総合的にはおおむね満足できる状態であった。プロジェクトの４

つの分野では、それぞれ担当のカウンターパートは熱心に活動に取り組み、専門家や研

修などの投入によって能力も向上している。しかし、いくつかの活動は成果がまだ発現

していない。 

運営管理部門は財政的な自立性の確保のために様々な取り組みを実施しているが、充分

な財源はまだ確保できていない。水族館部門は 2004 年の入場者数が著しく増加したもの

の、展示に関しては更なる工夫が必要であると判断された。研究部門は研究員のレベル

が向上し、論文や報告書による成果の発表も行われ、研究助成金も確保できるようにな
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ってきたが、中期的な研究計画の見直しが求められる。環境教育部門は組織改変やカウ

ンターパートの退職、新規採用など活動に取り組む体制が途中で変わったことも影響し

て、活動が計画通りに実施されなかった。現在は積極的に活動が行われているが、成果

が発現するには数ヶ月単位の時間が必要であろう。 

 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

①運営管理部門 

・ パラオ国民への PICRC の理解促進、中長期的財務計画作成、自己資金獲得への努力、

財政改善策の導入が必要である。 

・ 空席ポストへの人員配置、スタッフ定着のための対策、各ポストの担当業務の整理

が必要である。 

・ 在庫管理、施設の更新計画を策定し、そのための資金調達計画を策定・実行する必

要がある。 

②水族館部門 

・ 保守管理簡素化のための施設導入、適切な展示法、目玉となる展示の設置などを行

い、展示内容を充実させる必要がある。 

・ 施設更新計画の策定、水族館管理法の改善など、水族館運営方針を考える必要があ

る。 

③研究部門 

・ 効果的な研究活動のための研究計画策定、実験室での研究も含めた研究推進、具体

的な環境保全につなげるための関連機関との連携が必要である。 

・ 研究活動を広範化するための研究環境整備、NODE コーディネータの確保が求めら

れる。 

・ 研究成果の積極的な公表により、PICRC の位置づけを高める必要がある。 

④環境教育部門 

・ 持続可能な自然資源利用の促進、PICRC の使命や活動内容のパラオ国民への紹介を

行う必要がある。 

・ 海外からの旅行者に対しても教育活動を展開する必要がある。 

・ サンゴ礁センターとして、様々なレベルの来訪者に対応できる体制整備が必要であ

る。 

・ 研究部門、水族館部門や他機関との連携により、効果的・効率的な教育活動を行う

必要がある。 

⑤部門間の連携 

・ 各部門が相互補完的に連携することにより、効果的な活動を推進することが可能に

なる。 

⑥IT 環境整備 

・ 情報提供、収集手段としての IT 環境整備が必要である。 

⑦PDM 改訂 

・ 外部条件、目標の再考 

・ 指標の明確化 

・ 語句、文法上のミス修正 
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第１章 中間評価の概要 

 
1.1 中間評価調査の目的  

 

 「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」は 2002 年 10 月から 4 年間の予定で開始

されたプロジェクトである。今回の中間調査では、開始後 2 年 4 ヶ月を経た本プロジェクトの

活動の実施状況や投入実績を把握し、JICA事業評価ガイドラインに基づく評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価を行った。それにより、プロジェクト

が順調に効果発現に向けて実施されているかを検証することを目的とした。 
 また、残りのプロジェクト期間にプロジェクト目標を達成し、プロジェクト終了後の自立発

展性を確保するために必要と思われる事項について提言を行うことを目的とした。 
 

1.2 合同中間評価チームの構成 
 
1.2.1 日本側メンバー 
 
(1)   山田 良春 (総括、組織運営) 

JICA 地球環境部自然環境保全チーム 主査 
(2) 安部 義孝（水族館運営） 

ふくしま海洋科学館 館長 
(3) 茅根 創（サンゴ礁研究） 

東京大学理学部地学科 助教授 
(4) 丸尾 信（協力計画、環境教育） 

JICA 地球環境部自然環境保全チーム 職員 
(5) 川崎 博之（評価・分析） 

アイ･シー･ネット株式会社 コンサルティング部 研究員 
 

1.2.2 パラオ側メンバー 
 
(1） Lolita K. Gibbons (Leader) 

Secretary, Board of Directors. PICRC 
Private Consultant 

(2)  Elbuchel Sadang (Administration)  
Minister of Finance 

 (3)   Browny Salvador (Environmental Education)  
Board Member, PICRC 
Governor, Ngerchelong State 

(4)   Minoru Ueki (Aquarium Operations)  
Board Member, PICRC 
Board member, Palau Conservation Society 

(5)   Bernie Keldermans (Coral Reef Research)  
Board Member, PICRC 
Retired Science Coordinator, Ministry of Education  
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1.3 評価調査の日程 
 
 調査期間：2005.1.31～2005.2.11(12 日間） 

 年月日  内容 

1 2005.1.31 月 川崎団員パラオ着 

2 2005.2.1 火
評価調査についての関係者への説明 

日本人専門家・C/P との打合せ 

3 2005.2.2 水
川崎団員：情報・資料収集 

山田団長、安部団員、茅根団員、丸尾団員 パラオ着 

4 2005.2.3 木

大使館表敬 

日本人専門家・C/P からの聴き取り 

団内打ち合わせ 

5 2005.2.4 金
日本人専門家・C/P からの聴き取り 

団内打ち合わせ 

6 2005.2.5 土 フィールド調査 

7 2005.2.6 日 団内打ち合わせ 

8 2005.2.7 月

（安部団員帰国） 

茅根団員：フィールド調査 

Palau Conservation Society（PCS）訪問、意見交換 

専門家・C/P からの聴き取り 

9 2005.2.8 火
茅根団員：フィールド調査 
合同評価会議 

10 2005.2.9 水

（茅根団員帰国） 

評価結果報告会 

ミニッツ準備 

11 2005.2.10 木
ミニッツ署名 

大使館報告・JICA 事務所報告 

12 2005.2.11 金 山田団長、丸尾団員、川崎団員帰国 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
2.1. 背景 
 

1994 年 5 月、日米次官級会合においてコモンアジェンダの新たな協力分野の一つに「サンゴ

礁」が追加された。また、我が国政府は、翌 1995 年 6 月にフィリピンで開催された「国際サン

ゴ礁イニシアチブ」会合において、「アジア・太平洋地域におけるサンゴ礁研究の拠点としてパ

ラオ共和国（以下、「パ」国）に研究センターを設置することを検討する」旨表明した。その後、

我が国は、基礎調査（外務省委託調査）（1995 年 10 月）、JICA プロジェクト形成調査（1996 年

6 月）により案件形成を行った。 
 「パ」国政府は、サンゴ礁及び関連する海洋生物の研究活動やその保全についての啓発活動

を行うセンターの設立を計画し、1996 年 8 月、我が国に対して同センターの建設について無償

資金協力を要請した。同要請を受け、1997 年 2 月、JICA は事前調査団を「パ」国に派遣、同

調査においては、本センターに求められる機能、運営方式等に関する日米「パ」合同協議を行

い、その結果を「Documentation」として各国代表間で署名交換を行った。その後、1997 年 11
月から 1998 年 10 月にかけて、日米合同調査 1 回を含む 4 次の基本設計調査を実施し、2000 年

8 月に施設が完工（8.30 億円）、2001 年 1 月にパラオ国際サンゴ礁センター（PICRC：Palau 
International Coral Reef Center）は正式に開館した。 
 我が国は 2000 年 6 月から専門家を派遣して PICRC の組織強化に協力してきた。その後、2002
年 10 月に技術協力プロジェクト化が図られ、PICRC の組織強化・自立発展を支援するため、

PICRC の中期戦略計画（Strategic Plan 2002-2006）に即し、センターの研究機能、啓発・教育機

能の強化を図ることを目的とした 4 ヵ年の技術協力プロジェクトが開始された。 
 

2.2. プロジェクト概要 (PDM)  
 
2.2.1. プロジェクトの枠組み 
プロジェクト実施期間：2002 年 10 月 1 日より 2006 年 9 月 30 日 
プロジェクトサイト：コロール  
実施機関：パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC） 
 
2.2.2.上位目標 
パラオのサンゴ礁および関連生物の保全・持続的利用が改善される。 
 
2.2.3.プロジェクト目標 
パラオ国際サンゴ礁センターが自立発展するための管理、研究、展示／教育体制が強化される。 
 
2.2.4. プロジェクト成果 
1.組織強化：センターが組織的・計画的に運営管理される。 
2.水族館運営：水族館の展示、運営、維持管理が自立的に行われる。 
3.研究：サンゴ礁研究・モニタリング機能が確立される。 
4.教育啓発：学生・コミュニティを対象とした沿岸資源に関する環境教育の実施能力が高まる。 
 
2.2.5. プロジェクト活動 
1-1 人材の拡充および能力強化 
1-2 財務管理システムの確立 
1-3 施設営繕・改良 
1-4 自己収入創出プログラムの計画・実施 
1-5 各種マーケティング 
 
2-1 展示のレベルアップ 
2-2 飼育生物の研究 
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2-3 施設の適正運用・維持管理 
2-4 海外の水族館等との情報交換 
2-5 入館者確保の方策実施 
 
3-1 モニタリング調査（パーマネントサイトとスポットチェック） 
3-2 個別研究プロジェクトの実施 
3-3 GIS 及びデータベース管理 
3-4 流況及び測深調査 
3-5 訪問研究者の招致と共同研究の実施 
3-6 GCRMN ミクロネシア拠点機能の強化 
3-7 海洋保護区設定に関する調査 
3-8 研修、ワークショップ及びシンポジウムの開催  
 
4-1 スクールサポートプログラムによる環境教育の実施 
4-2 コミュニティ・アウトリーチプログラムの企画・実施 
4-3 ミクロネシア地域の海洋科学文献の収集とデータベース化 
4-4 教員研修の実施 
4-5 パラオコミュニティカレッジ（PCC）との科学プログラム実施 
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第 3 章 中間評価の方法 

 

3.1. 評価設問と必要なデータ・評価指標 

 

JICA 事業評価ガイドラインに基づき、5 項目の評価に関する調査項目を以下のように定めた。 

 

「妥当性」  
プロジェクトの上位目標が、パラオ共和国を含むミクロネシア地域社会のニーズに合致してい

るか、パラオの開発政策と一致しているか調査した。プロジェクト目標が上位目標の達成に貢献

し、日本の援助政策とも合致しているかを調べるとともに、プロジェクトデザインの妥当性、プ

ロジェクトの効果が公平に多くの受益者に与えられるかどうかの公平性の視点からの妥当性、日

本の技術の優位性という観点から評価した。必要なデータは、プロジェクト関係者・カウンター

パートらからの聞き取りに加えて、公式文書からの情報を分析した。 

 

「有効性」  

プロジェクト目標が達成されつつあるか中間時点での達成度を判断し、プロジェクトデザイン

に基づいて、1）PICRC の運営、2）水族館の運営・展示、3）調査研究、4）環境教育の 4 つの分

野のこれまでの実績・達成状況について調査した。PDM に記載された成果の指標を基に、定量的

なデータ（年間予算、水族館の入館者、論文数など）の入手、聞き取り調査によって入手したプ

ロジェクト関係者・カウンターパートの自己評価や進捗状況に対する満足度、問題点などの定性

的なデータを分析した。 

 

「効率性」 

プロジェクトの活動を適正に実施し、成果をあげるために、日本側とパラオ側の投入が適切で

タイミングよく行われたか、投入が成果に結びついていたか、サポートシステムは十分に機能し

ていたかについて分析した。投入された人材、資機材、活動費の定量的データと、聞き取りや質

問表による満足度などの定性的データを分析した。 

 

「インパクト」 

PICRC による近隣国関係機関との情報交換、研究員の訪問頻度、プロジェクトの活動による

PICRC の役割についての国内外研究機関や関係者あるいはセンター訪問観光客の認識、評価を分

析した。PICRC で実施されたセミナーやワークショップの数、水族館の入館者数など定量的なデ

ータと、施設の利用状況についての定性的データを分析した。 

 

「自立発展性」 

プロジェクトの協力期間が終了した後もパラオ側が自立的に PICRC を運営し、水族館の維持管

理や展示、学術的な調査研究、環境教育を継続・発展させていくことができるかを、制度・組織

的観点、財務的観点、技術的観点、機材の使用と保守管理の観点から調査した。現時点での人員
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配置、予算、歳入表の定量的データやカウンターパートの能力など専門家による定性的評価のデ

ータを分析した。 

 

3.2. データ収集方法 

 

評価に係わるデータは、次のような方法で収集した。 

① 文献・既存資料：PICRC と関係機関（州政府財務局、パラオ観光局、Palau Conservation Society）

から必要資料を入手した。入手文書は、PICRC の 2003 年次報告書、パラオ国際サンゴ礁セ

ンター法、州政府 2004 年度予算表、Strategic Plan 2002-2006 の 4 点である。加えて、プロ

ジェクト側で準備された、プロジェクト PDM、活動報告書（JOCV 報告書も含む）、機材リ

スト、2004-2005 年次予算計画書、研修報告書、水族館入館者数統計表 2003-2004 年の資料

を入手した。 

② 直接観察：PICRC 内のプロジェクトに関連する水族館の展示や施設の状況、管理備品の使

用・管理状況、研究施設・資機材や研究宿泊棟の状態を直接観察した。研究宿泊棟につい

ては茅根団員が実際に宿泊し、使い勝手を確認した。カウンターパートの活動状況につい

ては、PICRC 内部での活動や Palau Community College（以下、PCC）との連携講座での講

義を参観するなど直接活動を観察した。 

③ 質問票：選択肢回答と自由回答の質問事項を記載した質問票をカウンターパートに配布し、

記入後質問票を回収した（別添 2）。 

④ インタビュー：プロジェクトの専門家、カウンターパートやセンター外部の関係者から、

個別に聞き取りを行った。 

 

3.3. データ分析方法 

 

今回実施した中間評価では現行 PDM を基準にして評価し、達成度の状況を判断し問題点の有無

を検討した。現地調査では PDM の活動内容、成果の指標、外部条件の取り扱いなど改訂の必要性

が提議された。PDM の改訂についてはプロジェクト関係者が継続して検討を重ね、修正すること

を合同評価会議において合意した。 

 

評価分析を行うにあたっては、事前に実績グリッドと評価グリッドの質問部分を作成して情報

とデータの入手方法と確認事項を明らかにした上で調査に臨んだ。 

プロジェクトの活動の 4 つの分野（組織運営、水族館管理、研究、環境教育）については、各

担当団員が直接観察した事項やカウンターパートとのインタビューで得た定量的・定性的データ

を取りまとめ、合同評価会議においてそれらの結果を共有した。 

調査データと分析結果は、実績グリッドと評価グリッドに取りまとめた。活動実績の達成状況

や評価 5 項目の調査結果については、3 つの定性的な評価段階（Good、Fair、Unsatisfactory）を設

定し、合同評価会議において協議の上判定を下した。 
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第４章 プロジェクトの実績 

 

4.1. 投入実績 

 

4.1.1. 日本側投入 

 ・ 専門家：3 分野（組織開発、研究支援、サンゴ・魚類飼育）4 名の長期専門家と、サンゴ礁

研究関連及び水族館運営を中心に 12 名の短期専門家が派遣された。（別添 1 Annex 4） 

・ 運営管理費及び資機材：中間評価実施時点までに 233,227US ドル分の機材と、181,033US ド

ルの活動費が投入された。 

・ カウンターパート研修：サンゴ礁研究関連及び水族館運営分野の 5 名のカウンターパート

が日本での研修に参加した。1 名のカウンターパートは現在、JICA の長期研修員として東

京大学大学院修士課程に在学中である。 

  

4.1.2. パラオ側投入 

・ カウンターパート：センター運営部門に 高執行責任者（CEO）を含む 6 名、管理部門 3

名、水族館部門 3 名、研究部門 7 名、環境教育広報部門 2 名の合計 21 名のスタッフが国際

サンゴ礁センター（PICRC）に配属されている（別添 1 Annex 7）。しかし、退職した管理部

門責任者（Administrative manager）の後任がまだ決まっていない。調査時点で、当ポスト人

事は公募中で、近日中に選任される見込みとのことであった。 

・ 土地、建物と機材：PICRC の土地、管理部門の施設、機材が計画通り投入された。 

・ 運営管理費：パラオ政府から計画通り年間 45 万 US ドルの助成金が手当てされた（45 万ド

ルの助成金は 2006 年まで継続される予定）。なお、パラオ会計年度は各年の 10 月から翌年

9 月までである。 

 

4.2. 活動実績と現状 

 

成果１ 組織強化：センターが組織的・計画的に運営管理される。 

管理部門の職員に対しては、海外研修（4 回）、職員研修（6 回）を通して、能力開発を行って

きたが、日本での研修に参加した管理部門責任者が 2004 年 11 月に退職し、同ポストは調査時点

では空席となっていた。 

財務管理に関しては、管理ソフトの更新、オンライン銀行システムの導入などにより改善され

つつある。管理部門のスタッフに対する研修を実施し、導入したシステムに習熟することにより、

さらに効果的な財務管理が可能になると考えられる。 

施設管理に関しては、機材、スペアパーツ等の在庫管理のための PC が導入された。PICRC の

自己収入の 1％を将来の施設更新のための基金として積み立てることが計画されているものの、

調査時点ではまだ実施されてはいなかった。本年（2005 年）末までには実施に移される予定であ

る。 

収入増加のためには、水族館入場料収入、ギフトショップの収入増加のために積極的な広報を

行っており、マーケティングオフィサーの設置も検討している。また資金調達に関してはハワイ
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大学や The Nature Conservancy（TNC）による協力を受けている。TNC からは、ソフト面での支援

も受けている。また出資金を得るためのプログラムも開始し、シェル石油からは年間 5,000 ガロ

ンのガソリン（10,000US ドル相当）の供与を受けている。 

 

成果２ 水族館運営：水族館の展示、運営、維持管理が自立的に行われる。 

水族館運営部において展示基準を作成し、水槽管理のために標準管理手法が導入されている。

マングローブ水槽には改善が見られ、多様な魚類等の展示が行われていた。水族館員 2 名が日本

での研修への参加を通して飼育技術が向上し、適切に飼育が行われてはいるものの、展示に関し

てはいくつかの改善の余地のある部分が見られたため、調査団より提言を行った。 

水族館施設に関しては、施設部品の在庫管理体制は整い、施設部のスタッフ 1 名は日本での研

修に参加し、適切な施設の保守管理が出来る状態となっているが、施設更新を見据えた長期管理

計画を策定し、更新のための資金確保を行うことが必要である。 

PICRC は、ふくしま海洋科学館、モントレー湾水族館などの関連組織との連携を行っており、

ふくしま海洋科学館への特有種の提供、愛・地球博へのパラオオウムガイなど特有種の提供を行

うなど、積極的な交流を行っている。 

また水族館への来館者数を増加させるために、水族館パンフレットやポスターの作成、旅行社

との連携による PICRC 訪問を組み込んだパックツアーの実施、地元新聞やラジオでの広報、パラ

オ観光局作成のガイドブックへの PICRC 紹介記事掲載等を行っている。こういった広報の効果も

あり、来館者数が 2003 年の 8,166 名から 2004 年の 28,452 名に急増したが、この増加には 2004 年

にパラオで開催された各種イベントへの来訪者数の増加も大きく寄与していると考えられるため、

この傾向が継続するとは限らず、引き続き魅力のある水族館とするための努力を継続する必要が

ある。 

 

成果３ 研究：サンゴ礁研究・モニタリング機能が確立される。 

研究部では、長期モニタリングを行う 16 定点を設置、定点観測を実施し、その結果を 2002 年

サンゴ礁白書にまとめた他、4 ヶ所の海洋保護区の効果を評価するためにモニタリングを継続中

である。 

またサンゴ礁回復調査、海藻分類学、サンゴ産卵生態調査、オニヒトデ調査等の複数の研究プ

ロジェクトを実施し、学術誌や PICRC 技術報告書への掲載を行った他、2003 年に主催した国際ワ

ークショップにおいてセンターの研究活動を発表し、国際的な評価を受けた。さらに 2004 年に沖

縄で開催された第 10 回国際サンゴ礁シンポジウムでもポスター発表を行った。今後は PICRC と

しての研究戦略を策定し、戦略的な研究活動を行うとともに、フィールドベースのモニタリング

活動から、より高度な研究への展開が必要である。 

研究員は高い意識を持ち、よく訓練もされているものの、12 の研究プロジェクトに対して、常

勤研究員が 3 名と少なく、また地球規模サンゴ礁モニタリングネットワークの連携・調整を担っ

てきた研究者が退職したため、後任者の雇用が求められる。 

研究施設は、基本的なモニタリング・研究を進める上では十分であり、調査ボート 4 隻も有効

に活用されているものの、今後の研究活動の展開や外来研究者増を見込むと、研究スペースやサ

ンゴ飼育水槽が不足するものと考えられる。 

水族館を併設している研究組織であるので、研究内容を水槽での展示を通して訪問者に紹介す
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る、水族館の水槽を活用した研究を行うなどの連携を行うことが効果的である。 

 

成果４ 教育啓発：学生・コミュニティを対象とした沿岸資源に関する環境教育の実施能力が

高まる。 

2004 年 11 月に教育部門が広報部門と合流し、さらに 2005 年 1 月から新規スタッフを雇用する

ことにより、教育啓発活動は活発化している。 

環境啓発活動として、環境ポスターコンテストを 2002 年から毎年実施している。毎年特定のテ

ーマを設定し、優秀者のポスターの絵をカレンダーにして学校、ドナー等に配布、一部を販売す

るというものである。ポスターコンテストに先立ち、関連資料を各学校に配布することにより、

環境への意識を高める効果がある。 

学校を対象とした環境教育活動としては、PICRC のスタッフによる学校訪問活動を 2 校に対し

て行った。今後はさらに積極的に学校訪問による環境教育活動を展開する予定である。 

これ以外の活動としては、(1)PCC との連携講座を実施しており、講義、研究室での実習が組み

込まれている。過去の受講者のうち 1 名は PICRC の研究補助員として働いている。(2)就業体験プ

ログラムは、PCC 及び高校生を対象に実施しており、それぞれ 4～5 ヶ月間、学生を受け入れてい

る。 

 

4.3. 成果の達成状況 

 

 成果の達成状況を A（Good）、B（Fair）、C（Unsatisfactory）という三段階での評価をした結

果、総合的にはおおむね満足できる状態であった（添付資料 1 ANNEX 3）。プロジェクトの 4 つの

分野では、それぞれ担当のカウンターパートは熱心に活動に取り組み、専門家や研修などの投入

によって能力も向上しているものの、まだ成果の発現に至っていない活動もある。 

運営管理部門は財政的な自立性確保のために様々な取り組みを実施しているが、まだ充分な財

源は確保できていない。水族館部門は 2004 年の入場者数が前年に比べ著しく増加したものの、展

示に関しては更なる工夫が必要であると思われた。研究部門は研究員のレベルが向上し、論文や

報告書による成果の発表も行われ、研究助成金も確保できるようになってきた。環境教育部門は

組織改変や人員の交代などにより、当初は活動が計画通りに実施されなかったが、現在は積極的

に活動が行われている。今後成果が発現するには数ヶ月単位の時間が必要であると思われる。 

 

4.4. プロジェクト目標の達成状況 

 

 プロジェクトの活動状況やカウンターパートの姿勢や能力はおおむね満足できる状況であり、

いくつかの活動を除けば順調に進捗し、プロジェクト目標達成に向けて成果も達成されつつある。 

 

4.5. 実施プロセスにおける特記事項 

 

① 日本の無償資金協力によるパラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）の建設 

プロジェクトの開始される前に、国際的なサンゴ礁保全・研究活動に係わる有識者機関の

国際サンゴ礁イニシアチブの提言、日米のコモンアジェンダによる合意、パラオ政府の政
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策的支援のもとで、日本はサンゴ礁センターを建設した。 

② 学術諮問委員会（Scientific Advisory Committee）の設置 

国内外の研究者よりなる学術諮問委員会が設置され、研究部門の研究活動計画に助言をす

る体制となっている。 

③ 民間団体、財団、大学・研究機関からの研究助成金 

研究部門では複数の団体、財団、大学・研究機関から研究助成金を受け、共同研究を実施

している。 

④ 外部機関との連携 

PICRC は地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク（Global Coral Reef Monitoring 

Network：GCRMN）の拠点として、ミクロネシア地域の調査・研究活動を支援する研究セ

ンターとして位置づけられており、研究員は GCRMN プログラムの調整・連携業務を担当

している。また水族館部門はふくしま海洋科学館などと友好提携し、運営管理部門ではパ

ラオ国内の民間旅行会社と提携し、センター訪問を組み込んだパックツアーを企画してい

る。また財務管理、組織運営に関しては、ハワイ大学や環境 NGO（The Nature Conservancy）

によるコンサルテーションが行われている。 

 

4.6. 貢献・阻害要因の総合的検証 

 

 プロジェクトのこれまでの進捗に貢献してきた要因としては、まずパラオ政府の積極的な政策、

財政支援が挙げられる。パラオ政府はサンゴ礁センターの役割を重視し、組織・活動をパラオ国

際サンゴ礁センター法としてその存在の法的根拠を与えている。財政面でも 45 万 US ドル／年の

補助金拠出により支援している。ただし、この政府予算は将来にわたって継続されるかどうかは

未定であり、現在の財政状況のままで推移し、本プロジェクト終了後に補助金が停止されると、

PICRC 運営の自立発展性の確保は極めて困難となる。 

 また、成果やインパクトの発現がみられた研究部門については、カウンターパートの資質に加

え日本人の専門家が集中して効率よく投入されたことが貢献要因であったと考えられる。 

一方阻害要因としては、スタッフが流動的であり定着しないことが挙げられる。PICRC の運営

能力を向上させるためには、習熟したスタッフの確保が必要であり、そのための対策の検討が必

要である。 
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第５章 評価結果 

 

5.1. 評価結果総括 

 

 プロジェクトの「妥当性」、「効率性」「インパクト」については三段階評価で A（Good）、「有

効性」と「自立発展性」は B（Fair）と判断された。プロジェクトの意義やサンゴ礁センターの役

割については、政策的にも高く評価され妥当性があり、日本とパラオ両政府のプロジェクトへの

人材、資金の投入は適切に実施されるなど高い効率性を示し、活発な研究活動は成果を続々と上

げておりインパクトを高める結果となった。 

一方、プロジェクトの開始以降、職員の離職によって育成された人材が流出し、いくつかのポ

ストが欠員となったままであることが、有効性、自立発展性にとってマイナス点となり、満足で

きる状況に達していないと判断された。自立発展性については、特に財政面での不安定さが指摘

され、プロジェクトの協力期間が終了した後の財源確保のための活動を実現することが求められ

た。 

 

5.2. 評価 5 項目による分析 

 

5.2.1. 妥当性 

世界中のサンゴ礁研究者や関係者で構成される国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI）が提唱し

た「大洋州地域におけるサンゴ礁研究の拠点の必要性」に基づき、生物・文化の多様性、サンゴ

礁へのアクセスのしやすさや政治的な安定性から、パラオがその候補地となり、日本の無償資金

協力により、パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）が設立された。 

パラオ政府も 1998 年に「パラオ国際サンゴ礁センター法」を成立させ、センターの設立と運営

に積極的に係わり、国際的な研究センターとして自立した運営を目指すと明記している。また、

PICRC は中期計画「戦略計画 2002－2006」を取りまとめ、PICRC の方針を明確にしている。 

プロジェクトは、パラオの貴重な沿岸環境、サンゴ礁を保全することを上位目標に掲げている。

環境保全と自然資源の持続的な利用はパラオの開発政策、パラオ社会のみならず、地域社会、国

際社会のニーズに合致している。 

日本は、アメリカ合衆国と共に 1993 年 7 月に打ち出した日米コモン･アジェンダにおいて、生

物多様性に富む重要な海洋生態系であるサンゴ礁保全の重要性に言及し、パラオやミクロネシア

地域での環境保全分野への支援を重視することを公表した。自然環境保全と持続的な開発は日本

の重要な援助政策のひとつである。 

また、パラオでは 1930 年代から日本のサンゴ礁研究がなされていた歴史的経緯もあり、多くの

日本人研究者が訪れており、こうした日本のサンゴ礁研究の経験は、水族館管理の技術とともに

プロジェクトに貢献するものと考えられる。 

 

以上の通り、プロジェクトの妥当性については政策レベルでは非常に高いと言えるが、プロジ

ェクトデザインについては、PDM の指標にあいまいな部分がみられ、活動と成果の整合性、外部
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条件等に再考の必要があると考えられたため、本調査団の提言を受けプロジェクト側で PDM の見

直しをすることになった。 

 

5.2.2. 有効性 

PICRC の運営管理能力については、顧客サービスの研修を行い会計システムのオンライン化を

進めるなど、ハード、ソフト両面の向上がみられ、限られたスタッフの数ではあるが良く運営さ

れている。また財政的自立に向けての努力も見られ、協賛金や寄付金を募る資金調達プログラム

や、PICRC の認知度を高めて自己収入を増大させるための営業戦略を計画・実施している。一部

では既に成果が上がっており、例えば水族館の 2004 年度の収入は 2003 年度に比べて約 3.6 倍と

なっている。 

しかし、現在運営管理部長職が空席になっており、出来る限り早急にこのポストへ適切な人材

を雇用することが望まれる。なお本調査団が滞在中に、当ポストの公募が行われており、近日中

に採用される可能性が高い。また渉外・営業を担当するマーケティングオフィサーの新たな人材

雇用もセンターは希望しており、理事会と協議することになった。 

センターの財務は依然、パラオ政府からの助成金による部分が大きく、今後自立的にセンター

を運営していくためには中長期の経営戦略及び財務計画を策定する必要がある。 

水族館の運営管理・展示能力については、水族館部と管理部の 2 名のスタッフは日本での短期

研修を受けて技術力が向上し、設備の保守管理、水槽管理は充分に行われている。修理部品に関

しては数年分の備蓄があり、データベースによって在庫管理されている。水族館の展示は全般的

に良く管理されているものの、応急的に設置されたフェンスなどいくつか改善が必要な部分もあ

った。またアクアリストが水槽掃除などの日常業務に追われ、企画展示の検討などに充分な時間

が取れないことが懸念された。 

2004 年度には急激に入館者が増えたが、今後とも入館者の興味をひきつけるためにも将来にわ

たっての展示計画を作成することが求められる。 

サンゴ礁研究については、研究員の調査研究に対する意欲は高く、研究能力も高まっている。

常勤の研究者の数は限られているが、現在、12 の研究テーマが進行中で、研究結果は国内外のワ

ークショップやシンポジウムで発表されている。研究内容も質が向上しており、国際的な学術誌

に投稿論文が掲載されたものもある。海外研究者との共同研究も進められており、海外からの研

究助成金も得られるようになっている。パラオ国内でもその研究能力は期待されており、海洋保

護区のモニタリングを継続的に実施している。 

一方、これら研究・モニタリング活動に比して研究員数が不足気味であり、個々の研究員の負

担が大きくなりつつある。特に、2005 年から 2 年間、パラオが国際サンゴ礁イニシアティブ（ICRI)

の日本との共同事務局を務めることになっているが、域内の調整業務を 3 名の研究員のうちの一

人が兼務で担当しなければならず、過剰業務となる恐れがある。また高い研究能力を持ちながら、

パラオ国内の他の研究機関との連携及びサンゴ礁保全政策への研究成果の反映が十分とはいえず、

パラオ国内での連携強化が課題といえる。 

教育啓発分野については、環境をテーマとしたポスターコンテスト、学校訪問プログラム、地

域コミュニティでの啓発普及ワークショップなど、いくつかの環境教育プログラムが実施されて

いる。PCC での海洋環境教育講座も実施されている。また、パラオ自然環境関連文献の収集も継

続して行われている。 
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 環境教育を担当する環境教育広報部は、プロジェクト当初は水族館部の一課であり 2004 年 10

月から独立した部署となった。また 2005 年１月に新たなスタッフが１名増員されたが、それまで

スタッフは充分とはいえなかった。そのため、プロジェクト開始当初の活動はあまり活発ではな

かったが、ようやく活動計画が軌道に乗り始めた。 

 

以上の通り、プロジェクトの総合的な有効性については、組織強化、水族館運営、研究、環境

教育に係わる活動は活発に行われている。 

成果の達成状況にはばらつきがみられるため、PDM の見直しも含めて活動の優先順位を絞り込

み、プロジェクト目標を達成するための有効性を高める必要があるが、プロジェクト目標の全体

的な達成度合いは順調に進捗しており、プロジェクト目標はほぼ予定通り達成できるものと推察

される。 

 

5.2.3. 効率性 

日本からの投入は組織強化、研究支援、水族館運営分野の長期専門家 4 名及び短期専門家 12 名

の派遣、調査船や研究用ソフトウェアなどの機材供与が予定通り行われ、PDM に則った活動が行

なわれた。各専門家の活動はカウンターパートから高く評価されている。 

また 5 名のカウンターパートが、それぞれ運営管理、水族館、補修管理、研究分野で日本での

研修に参加した。現在、カウンターパートの 1 名は JICA の長期研修員として東京大学大学院の修

士課程に在学中である。 

また、環境教育分野のプロジェクトの投入としては青年海外協力隊員（環境教育）の派遣があ

り、環境教育分野の活動で重要な役割を果たしている。 

カウンターパートとして PICRC 全体で 21 人のスタッフが配置されているが、一部空席となっ

ているポストがあり、約 3 分の 1 のスタッフがプロジェクト開始当初から入れ替わっている。 

パラオ政府により、土地、建物、施設が十分に提供され、年間 45 万ドルの助成金が提供されて

いる。 

日本とパラオの両者の投入は適正に行われ、活動も広範囲にわたり活発に行われているが、中

間評価時点では成果の発現に至っていない活動もある。 

 

5.2.4. インパクト 

現時点でプロジェクト活動のインパクトを正確に評価することは出来ないが、国内外の広範囲

な正のインパクトの兆候がみられる。パラオの教育部門、観光業、水産業へのインパクトも期待

できる。 

 

プロジェクトの直接的なインパクトといえるパラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）の機能や

役割の対外的な認識度については、ミクロネシア地域と世界のサンゴ礁研究者や関係者の間で認

識度が高まりつつあるといえる。 

PICRC はすでに、域内サンゴ礁モニタリングワークショップを含むいくつかのセミナーやワー

クショップを企画・実施し、国内外の研究者や関係者がセンターを訪れている。また、外部研究

者を世界中から受け入れて、共同研究も実施している。 

こうした PICRC の外部研究者を受け入れるための宿泊施設・研究室や調査船は現時点では十分
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整っているといえる。しかし、今後より多くの研究者を受け入れるためには、研究室の拡充やオ

ンライン回線など IT 関連施設を充実させることが求められる。 

またパラオ国民に対しては、コミュニティでのアウトリーチ活動、PCC との連携プログラム、

中学生・高校生に対するプログラム等を行っているものの、PICRC に対するパラオ国民の認知度

を高めるためには、さらに積極的な活動が望まれる。 

海外からの観光客に対するインパクトとしては、パラオ観光局や旅行会社に水族館の紹介案内

やポスターを提供している。いくつかの旅行会社と提携しセンターへのパックツアーを実施して

いる。これらのプロモーション活動も 2004 年度の水族館入館者（合計 28,452 人）の増加に寄与

したと思われる。 

さらに、海洋保護区のモニタリング活動においては、水産部局や州政府との連携を行っている。

また、研究員をミクロネシア地域及び、沖縄で開催された第１０回国際サンゴ礁シンポジウムに

派遣した。 

 

5.2.5. 自立発展性 

 PICRC の自立発展性については、組織、財政、技術、機材管理の面で検討した。 

 

PICRC の運営組織については、全般的にはそれぞれの部署にいる現在のスタッフはみな意欲的

でよく訓練されており、自立的にセンターを運営管理できるようになる期待は高い。運営管理部

は、組織強化や活動基金を集める能力強化の研修を環境 NGO（TNC）から受け、スタッフには顧

客サービスを向上するための研修を行い、運営管理能力の向上の努力を続けている。しかし、こ

れまで優秀なスタッフはしばしば他機関や民間企業に転職している。また、現時点で運営管理部

長ポストは空席となっており、域内調整専任の研究員も不在である。このようなスタッフの入れ

替わりや適任者の不在は、プロジェクト目標の達成と安定したセンター運営の障害となる可能性

があるため、対策を講じる必要がある。 

 

財政面については、水族館の入場料収入が急増している。また企業からの協賛金や個人からの

寄付金プログラムなどの資金調達プログラムは現在進行中であるが、まだまだ小規模の財源しか

確保できておらず、PICRC の運営に必要な財源を全ては賄えていない。現状では、パラオ政府に

よる年間 45 万 US ドルの財政支援にセンターの運営経費の多くを依存しており、現時点では完全

なセンター自身の収入での自立は難しいと思われる。 

 

PICRC の大きな財源としては研究助成金がある。これまで NOAA、グアム大学、パッカード財

団などの支援機関・団体から研究費を受給してきた。PICRC は研究員の能力も高く、施設も良い

状態であることから、今後とも研究助成金を増やしていける可能性は高いが、限られた研究員に

過大な研究活動を強い、また研究設備が不足することになりかねない。 

このように複数の財源に頼らざるを得ない状況におかれていることから、現状の財務分析を行

い、現実的な収入予測をもとに 5－10 年の中長期の資金計画を立て、自立発展性を検討すること

が必要であろう。 

 

技術面の自立発展性では、PICRC の全てのスタッフは、現状では非常にやる気もありよく訓練
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され、通常業務をこなしていく能力は安定しているといえる。ただし、優秀な人材の流出・引き

抜きが生じており、PICRC が新たな人材を雇用しようとしても、人口の少ないパラオではなかな

か優秀な人材を得るのは難しい。 

研究員は研究プロジェクトを実施していく高い意欲と能力を有している。研究員の一人はオー

ストラリアの大学院の博士課程に入学することになっている。別の研究員はすでに JICA の長期研

修で東京大学大学院の修士課程に入学している。これら研究員が各々の課程を修了すれば、より

研究内容が向上していくものと期待される。 

管理部と水族館運営部のスタッフには、施設と機材を修繕管理していく技術的な能力がある。

しかし、特に水族館では、水槽掃除などの日常的に繰り返される時間のかかる作業に忙殺されて

いる。そこで、修繕管理作業の簡素化と水槽展示の内容を向上させるために、例えばボランティ

アの活用や水族館施設の改修の検討が望まれる。 

 

機材の運営管理については、管理部のスタッフは、適切に施設と機材を維持しており、修理部

品に関しては、物品目録に基づき 3－5 年分の修理部品を確保している。 

しかし、長期的な管理計画を策定することや、大規模修繕や施設の改修に備えて必要な経費を

積み立てておくことが望ましい。すでに運営管理委員会は維持管理費として自己収入の１パーセ

ントを積み立てておくことを指示しているが、実質的にはまだ積立がなされていない。 

 

現在プロジェクトの活動は活発になされスタッフの能力も高い。ただ、プロジェクトの協力期

間終了後の域内あるいは国際センターとしての機能を確保するために、財務分析に基づいて長期

計画を見直すことが必要であろう。 
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第６章 提言 

 

評価結果、調査結果を受けて、プロジェクト活動における提言を部門毎に、また部門横断的な

事項についても行った。 

各提言については優先付けをし、実施に移すにあたって必要となる投入を勘案の上、実現に移

すべく付言した。 

 

6.1. 管理部門への提言 

 

プロジェクトの有効性、効率性、自立発展性の観点から、PICRC 運営についての改善が不可欠で

ある。そのため、以下の事項を実施または強化する必要がある。 

(1) 財政部門 

パラオ政府からの継続的な財政支援を得るために、税負担者たるパラオ国民の PICRC に対

する理解を高める。そのために、6-4 の環境教育の提言に記載の事項等を行う。 

 将来的に、収入源の変化が見込まれ、また施設更新のための経費が必要となることも考えら

れるため、中長期的な財政計画を立てる。 

 PICRC の財政上の自立発展性のために、来館者数の増加、ギフトショップ売り上げの増加、

会員収入、資金提供、寄付等により収入を増加させるための方策をとる。また、施設更新経費

を確保するための基金設立計画も実行に移す。 

 財務管理システムが更新されたことに伴うスタッフへのシステム研修を実施する。 

(2) 人事部門 

 空席ポストがあるため、適任人材を充てる必要がある。また収入を増加させるためにも、

マーケティングオフィサーポストを設置する。 

 プロジェクト開始以来、スタッフの退職によりプロジェクトの有効性、効率性、自立発展

性に弊害が生じたため、経験豊富なスタッフを確保するための方策を講じる。 

 各ポストの担当業務を明確にし、俸給表を作成する。 

(3) 施設管理 

 センターの効果的運営のために、施設や機材の修復、更新計画を策定する。 

 施設部品の在庫管理に加え、センターの施設管理システムの策定や更新を行う。 

 

6.2. 水族館部門への提言 

 

 水族館は、PICRC の設立当初はサンゴ礁研究所の付属機関として、地元住民や旅行者がパラオ

のサンゴ礁を観察するための施設として設立されたが、PICRC の運営上、その重要性は高まって

きている。 

 そのため、以下の各点についての配慮を行うことが必要である。 

(1) 水族館提示 

水族館員の作業量を低減するために、屋内水槽のうち日光にさらされている水槽に屋根を
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設置するなどの改修を施す。 

 屋外水槽のうち、側面がコンクリート壁になっている部分は、アクリルパネルで置換する

ことにより、横からの観察が可能になり、アルミのフェンスも除去することが可能になる。 

 入口にふさわしい展示をするために、現在入口に設置されているパラオの地形図を屋内に

入れ、その代わりに水槽を設置する。 

 展示に際しては目玉となる種を選定する。 

 再訪者数を増やすためには、企画展示を行う。 

 ワニの展示を再考する。 

 来訪者の要望を確認するために、アンケートを実施することが効果的である。 

(2) 水族館管理 

 ギフトショップは水族館の収入を増加させる上で重要であるが、改善のために外部人材登

用も検討する。 

 いずれ施設改変の必要が生じるが、その際により効果的かつ効率的な施設を導入するため

に、施設改変計画を策定する。 

 「管理部門への提言」に記載の通り、水族館管理を改善するためには様々な手法が考えら

れるが、具体的な手法については、管理責任者と水族館責任者の間で綿密な打合せをする。 

 

6.3. 研究部門への提言 

 

 サンゴ礁研究の国際センターとしての機能を強化するために、以下の提言を行った。 

(1) 研究戦略 

 研究助成金により、研究テーマが多岐に亘っているが、効率的に研究活動を実施するため

に、センターとしての戦略を策定し、実施中の研究プロジェクトの統合を行う必要がある。

研究計画は基礎的なモニタリング、サンゴ礁生態学及び集水域や海洋保護区などの管理への

適用に重点を置く必要がある。 

 研究戦略では、フィールドでの研究やモニタリングを基礎としながらも、次の研究ステッ

プとして、生態系におけるサンゴ礁や研究室での研究へのアプローチも盛り込むべきである。 

 PICRC での研究成果を環境保全につなげるために、パラオ政府や関連機関との緊密な関係

を構築する必要がある。 

(2) 研究活動の展開 

 今後、PICRC での研究が基礎的なモニタリングや研究から発展していくのに伴い、執務室

とサンゴ飼育用の水槽が追加的に必要となることが考えられる。さらに、常勤研究員数が研

究プロジェクト数に比して少ないため、追加的に研究員を確保する必要がある。 

 地球規模サンゴ礁モニタリングネットワークの調整業務を専任で行う人材がいないため、

PICRC が国際的な機能を果たすためにも専任者の確保が必要である。 

(3) 研究成果の公表 

 PICRC ではサンゴ礁モニタリングを実施してはいるものの、その成果は今までのところま

とめられていないので、アトラスやモノグラフとして取りまとめる必要がある。また、年次

研究報告の出版も必要である。 

 JICA は PICRC の研究施設等、研究基盤に対する貢献を行っているので、論文の謝辞での言
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及があってしかるべきである。 

 

6.4. 教育部門への提言 

 

 PICRC の教育部門には 2 つの側面がある。一方は自然の重要性を伝えることにより、地元住民

や旅行者が自然環境を尊重するようにすることであり、他方は PICRC の使命や活動をパラオの人

たちに理解してもらうことである。この両面を満たすために、以下の提言を行った。 

(1) 自然環境への影響を与えている層に対しては、自然環境の重要さの気付きを促すのみならず、

自然資源の持続的利用がいかに重要であるかを知らしめることが必要である。 

(2) コミュニティでの教育活動に際し、PICRC の使命や活動について紹介を行うことにより、

PICRC に対する理解への深まりが期待できる。 

(3) 国際サンゴ礁センターとして、海洋生態系の重要性については旅行者に対しても伝える必要

がある。 

(4) サンゴ礁に関する情報センターとしての機能を強化するため、サンゴ礁に関する情報のパン

フレットを準備するなどの対応が求められる。 

(5) 研究部門や水族館部門を教育活動に活用するため、研究内容や水族館展示についての 新情

報を環境教育広報部に集積しておく必要がある。 

 

6.5. 水族館、研究、教育・啓発の連携 

 

 PICRC での活動を効果的かつ効率的に行うため、研究成果を教育活動において活用する、研究

成果に基づいた展示を行う、水族館員による教育活動を行うなどの連携が必要である。 

 

6.6. 通信技術の活用 

 

 PICRC での活動をより効果的、効率的に行うため、IT を以下の目的のために活用することを提

言する。 

(1) PICRC の活動に関する情報公開 

(2) PICRC への来訪者を増加させるためのホームページ内容の充実 

(3) 研究環境についての紹介、研究活動に関する情報提供 

(4) 図書館の整備 

 

6.7. PDM、PO の改定 

 

 R/D に署名した当初との状況の変化等により、評価結果及び提言に沿い、以下の通り PDM の変

更が必要であると考えられる。 

(1) 外部条件 

 PICRC は自立発展するために収入を増加させるための様々な取り組みを行っており、「The 

Center is not drastically shifted to be self-supporting financially」という外部条件はもはや内部化が

可能であり、変更が必要である。 
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 PICRC の研究資金は増加が見込まれるため、「Research grants are stably secured」は削除すべ

きである。 

(2) 指標 

 指標に客観性を持たせるため、指標の数値化、検証可能な目標設定をする必要がある。 

 すでに達成された指標については再検討の必要がある。 

(3) 活動 

 現在及び今後の活動範囲、また提言の内容を反映させて活動内容を再検討する必要がある。 

(4) その他 

 PDM の変更に伴い、PO も修正を行う。 
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団長所感 

 
 今回の評価の結果、以下の点が明らかになった。 
1. 部門別評価 

プロジェクトの部門別の評価は三段階評価で A から B で、ある程度の成果を示しているといえ

よう。 

(1) 管理部門は財政的な自立性の確保のために種々の努力を行っているが、その成果は未だ十分

に発現するには至っていない。今後、自立性の確保に向けた経営分析を進め、中長期的な戦

略及び財政計画の策定が必要である。 

(2) パラオ全体の観光客が増加したこともあり、水族館の 2004 年入場者数の増加が著しいものの、

展示に関しては更なる工夫が必要であると判断された。 

(3) 地理的優位性を活かせる研究部門が研究者のレベルを着実に向上させるとともに、研究補助

金の確保や共同研究を着実に行っている点が目を引く。 

(4) 教育部門の成果の発現にも、数か月単位の時間が必要であろう。 

 

2. 項目別評価 

項目別評価を概説すると、妥当性、効率性及びインパクトは A、有効性、自立発展性は B と判

断された。研究部門が成果を挙げている点がインパクトの評価を高めた。一方、プロジェクト開

始以降、職員の離職によっていくつかのポストが欠員となったことが有効性、自立発展性に影響

した。また、自立発展性の確保には更なる努力が必要である。 

 

3. 今後の課題 

 プロジェクトは協力期間終了後の自立発展性の確保を目指して種々の努力を行っているが、そ

れらの努力をさらに強化していくことが必要である。また、センターにおいては自立発展性の確

保に関して種々の検討や解析をおこなっているところであるため、これらの結果に注目していく

必要がある。 
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